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中
小
企
業
が
、

事
業
活
動
を
行
っ

て
い
く
た
め
に
必

要
な
、
さ
ま
ざ
ま

な
資
金
を
融
資
す

る
中
小
企
業
向
け

の
制
度
融
資
。

本
市
で
も
、
中

小
企
業
を
支
援
す

る
た
め
に
、
各
種

融
資
を
行
っ
て
い

ま
す
。

店
舗
の
新
築
・
増
改
築
や
新
規
独

立
開
業
に
必
要
な
資
金
、
機
械
設
備

購
入
や
新
製
品
・
新
技
術
の
開
発
に

伴
う
資
金
な
ど
、
多
く
の
制
度
が
あ

り
ま
す
。
上
手
に
利
用
し
て
、
経
営

に
役
立
て
て
く
だ
さ
い
。
制
度
名
、

利
率
、
申
し
込
み
方
法
、
融
資
額
な

ど
は
、
右
�
表
の
と
お
り
で
す
。

詳
し
く
は
、
市
役
所
商
業
観
光
課
・

工
業
課
、
ま
た
は
各
金
融
機
関
で
配

布
し
て
い
る
「
制
度
融
資
の
ご
案
内
」

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

本
市
に
は
、
下
表
の
と
お
り
中
小

企
業
の
活
動
を
支
援
す
る
た
め
、
さ

ま
ざ
ま
な
補
助
金
制
度
を
設
け
て
、

各
種
の
事
業
経
費
を
補
助
し
て
い
ま

す
。自

社
製
品
・
技
術
を
積
極
的
に
公

開
す
る
た
め
出
展
し
た
、
見
本
市
や

展
覧
会
に
掛
か
る
費
用
、
新
た
な
設

備
を
導
入
し
た
場
合
の
リ
ー
ス
料
の

一
部
な
ど
、
補
助
対
象
と
な
る
経
費

は
多
岐
に
わ
た
り
ま
す
。

生
産
性
の
向
上
や
製
品
の
高
付
加

価
値
化
、
産
業
構
造
の
高
度
化
や
国

際
化
な
ど
に
対
応
す
る
た
め
の
技
術

開
発
や
販
路
開
拓
な
ど
、
目
的
に
応

じ
て
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

な
お
、
そ
れ
ぞ
れ
の
制
度
で
申
請

期
間
な
ど
が
異
な
り
ま
す
の
で
、
詳

し
く
は
工
業
課
へ
問
い
合
わ
せ
て
く

だ
さ
い
。

経
営
上
の
あ
ら
ゆ
る
悩
み
に
答
え

ま
す
。
費
用
は
無
料
。
豊
富
な
知
識

と
経
験
を
持
つ
中
小
企
業
診
断
士
が

直
接
伺
う
訪
問
相
談
と
電
話
相
談
が

あ
り
ま
す
。

訪
問
相
談
は
、
従
来
の
店
舗
・
事

務
所
へ
の
訪
問
相
談
や
新
規
開
業
、

企
業
再
建
に
つ
い
て
の
相
談
の
ほ
か
、

新
た
に
店
舗
の
デ
ザ
イ
ン
・
デ
ィ
ス

プ
レ
ー
相
談
を
加
え
た
四
種
類
。

企
業
経
営
に
必
要
な
知
識
や
情
報
、

ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
の
作
成
な
ど
に
つ

い
て
、
素
早
く
丁
寧
に
指
導
・
助
言

し
、
支
援
し
て
い
き
ま
す
。

経
営
に
悩
ん
で
い
る
中
小
企
業
者

な
ど
は
気
軽
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

市役所などで配布しています

制
度
融
資

調
達
で
き
ま
す
必
要
な
資
金

事
業
経
費
補
助
金

企
業
活
動
を
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

特
別
経
営
相
談

中
小
企
業
診
断
士
の
訪
問
も

各種補助金制度一覧
制度名 対　象 対象経費 補助率（限度額）

市内に主たる事業所がある
製造業などの中小企業者・
団体

市内の工場などに設置した
生産・加工・修理用機械装置
のリース契約時の物件価格

対象経費の2.5％以内
（150万円以内）

中小企業機械設備導入資
金補助金

市内に主たる事業所があり、
特許出願などに伴う技術開
発または新製品開発を行う
中小企業者・団体

原材料、工具などの購入経
費、外注加工に要する経費
など

�中小企業者は対象
経費の40％以内（150
万円以内）

�中小企業団体は対
象経費の50％以内
（300万円以内）

新製品・新技術開発費補
助金

市内に主たる事業所があり、
大学、高専などと共同研究
などを行う中小企業者・団
体

大学などとの共同研究費、
工具などの購入経費、外注
加工に要する経費など

対象経費の50％以内
（中小企業者は200万
円以内、中小企業団
体は300万円以内）

産学官連携新製品・新技
術開発費補助金

市内に主たる事業所がある
製造業などの中小企業者・
団体

出展小間料、装飾費
全国規模の各種見本
市は27万円、県主催規
模の見本市は２万円

国際見本市各種展示会等
出展費補助金

倒産防止共済制度に新規加
入した市内の中小企業者

共済契約による新規加入時
の月額掛け金

８万円
中小企業倒産防止共済制
度加入促進補助金

※市税を完納していること。

市内の中小企業者（認証を
取得し平成17年12月28日ま
でに交付申請）

ＩＳＯ新規認証取得に掛か
る審査登録料、コンサルタ
ント委託料

対象経費の30％以内
（30万円以内）

中小企業ＩＳＯ認証取得
支援事業補助金

市内で操業を行っている事
業所など

�緑地設置事業（事業所敷
地面積が1,000�以上）

�環境配慮型事業
（ア）屋上緑化事業（緑地面
積が200�以上）
（イ）環境マネジメントシス
テム認証取得事業
（ウ）緑地等管理事業

対象経費の30％以内
（�は300万円以内、
�（ア）は200万円以内、
（イ）（ウ）は20万円以内）

環境配慮型企業を支援す
る補助金


